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1．平成22年鹿家庭福祉対策関係予算案の概要  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課   

（平成21年度予算額）  （平成22年度予算案）  

264．745百万円  →   皇71，462百万円  

1．社会的養護体制の拡充  82，221百万円→83，780百万円  

（児童入所施設措置費（81，272百万円）及び児童虐待・DV対策等総合支  

援事業（2，508百万円）の内数）  

（1）家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実  

○小規模グループケアの推進   

児童養護施設等において、虐待などにより心に深I、傷を持っ子どもに対し、   

職員との個別的な関係を重視したきめ細やかなケアを提供するため、家庭的   

な環境の中で′J、規模グループによるケアを行う体制の整備を一層推進する。  

645か所 → 703か所  

○里親支援機関による里親の支援の推進  

里親委託を推進するため、里親制度の普及促進、子どもを受託している里  

親への支援等の業務を総合的に実施する里親支援機関事業を推進する。  

○家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー）の拡充   

乳児院において、乳児の家庭復帰や里親委託について保護者との調整等を   

行うため、非常勤の家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー）   

の配置の拡充を図る。  

○乳児院における被虐待児個別対応職員の配置の拡充   

乳児院における被虐待経験のある乳幼児の割合が増加していることから、   

児童養護施設等に配置されている被虐待児個別対応職員について、乳児院に   

おいて配置の拡充を図る。  

○児童養護施設における看護師の配置の拡充   

児童養護施設において、日常の投薬管理や健康管理、感染症の予防等医療   

的ケアが必要な児童に適切に対応するため、看護師の配置の拡充を図る。  
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（2）施設退所児童等への支援の推進  

○児童家庭支援センター運営等事業の推進  

地域に密着した虐待・非行などの問題につき、相談・支援を行う児童家庭   

支援センターの設置を推進するとともに、心理療法担当職員の常勤化を推進   

する。また、施設を退所した児童等のアフターケアの推進を図る。  

○身元保証人確保対策事業の実施   

児童養護施設等を退所する子どもやDV被害を受け保護された女性等が、   

親がいない等により身元保証人を得られず、就職やアパート等の賃借が困難   

となることがないよう、身元保証人を確保するための事業を引き続き実施す   

る。  

（3）施設整備費の交付対象の拡大  

次世代育成支援対策施設整備交付金について、児童養護施設、乳児院、情緒   

障害児短期治療施設、児童自立支援施設の整備のうち、おおむね6名程度の小   
痩模なグループケアを行う場合の整備について加算の対象とする。   

（次世代育成支援対策施設整備交付金（5，033百万円）の内数）  

2．母子家庭等自立支援対策の推進  

174．306百万円一→18．0，995百万円  

（1）母子家庭等の就業支援策等の推進  8．117百万円  

○母子家庭等就業・自立支援事業   

母子家庭等就業・自立支援センター等において、就業相談から就業支援講   

習会、就業情報の提供に至るまでの一貫した就業支援サービス等を提供する   

母子家庭等就業・自立支援事業を推進する。  

また、平成22年度においては、平日に加え土日に母子家庭等就業・自立   

支援センターを開所した場合における加算制度を創設する。   

（母子家庭等対策総合支援事業（3，474百万円）の内数）  
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○母子自立支援プログラム策定等事業   

児童扶養手当受給者等の自立・就業支援のために、母子家庭の母の実情に   

応じた自立支援プログラムを策定し、ハローワークや母子家庭等就業・自立   

支援センターと緊密に連携しつつ、きめ細かな就業支援等を行うとともに、   

直ちに就業に移行することが困難な母子家庭の母について、NPO法人等と   

連携し、ボランティア活動等への参加を促し、就業意欲の醸成等を図る母子   

自立支援プログラム策定等事業を推進する。  

また、ハローワークにおいては、イ就労支援チーム」の体制、支援機能の   

向上等により、支援対象者に対する就労支援を一層推進する。   

（母子家庭等対策総合支援事業（3∴474百万円）の内数、ハローワーク   

分については職業安定局予算に計上）  

○高等技能訓練促進費等事業   

看護師等経済的自立に効果的な資格を取得するため2年以上養成機関士修   

業する場合において、生活費の負担軽減のため高等技能訓練促進費を支給す   

るとともに、入学金の負担を考慮した入学支援修了一時金を支給する。   

（母子家庭等対策総合支援事業（3，474百万円）の内数）  

753百万円  ○中小企業雇用安定化奨励金の拡充  

（職業安定局予算に計上）   

中小企業事業主が、就業規則等に有期契約労働者の正社員転換制度を新た  

に設け、実際に1人以上正社員に転換させた場合に支給する中小企業雇用安  

定化奨励金について、 対象労働者1人当たりの支給額の増額を行うこと等に  

より、母子家庭の母等を含む有期契約労働者の雇用管理の改善をより一層強  

力に推進する。  

（予算額には母子家庭の母等以外の者の分を含む。）  

○職業能力形成機会に恵まれなかった者に対する実践的な職業能力開発支援の   

実施  （職業能力開発局予算に計上）   

母子家庭の母等、職業能力開発形成機会に恵まれなかった者を対象に、民   

間教育訓練機関等におけ去座学と企業内における実習を一体的に組み合わせ   

た実践的な職業訓練等を実施する。   

（職業能力形成機会に恵まれなかった者に対する実践的な職業能力開発支援   

事業（9，73．8百万円）の内数）（予算額には母子家庭の母等以外の者の   

分も含む）  
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○託児サービスを付加した委託訓練の推進  486百万円  

（職業能力開発局予算に計上）   

民間教育訓練機関等に委託して行う職業訓練について、母子家庭の母等子  

どもの保育を必要とする者が職業訓練を受講する際に、併せて託児サービス  

を提供する。  

○母子家庭の母等の特性に応じた訓練コースの実施  102百万円  

（職業能力開発局予算に計上）   

平成21年度に開発したマニュアル及びカリキュラムに基づき、民間教育   

訓練機関等において母子家庭の母等の特性に応じた訓練を本格実施する。併   

せて、託児サービスを提供する。  

○マザーズハローワーク事業の拡充  2，160百万円  

（職業安定局予算に計上）  

事業拠点の増設（148か所→163か所）、地域の子育て支援施設等とのネッ  

トワ」ク強化等、マザーズハローワーク事業を拡充する。  

○養育費相談支援センター事業  62百万円   

養育費相談支援センターにおいて、養育費の取決め等に関する困難事例へ   

の対応や、養育費相談にあたる人材養成のための研修等を行うことにより、   

母子家庭等の自立の支援を図る。  

（2）母子家庭等の自立を促進するための経済的支援  172，877百万円  

○児童扶養手当  167，’837百万円   

離婚による母子家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与するため、これら   

の子どもについて手当をヌ給し、児童福祉の増進を図る。 

また、平成22年度においては、父子家庭にも支給を拡大する。（平成2 I   

2年8月施行、12月支払い）  
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0母子寡婦福祉貸付金  5．040百万円   

母子家庭等の自立を促進するため、母子寡婦福祉貸付金の貸付けによる経   

済的支援を行う。   

また、平成22年度においては、母子家庭の母が高等学校等に通学する際   

に必要となる費用に対する貸付けを行うことや、公立高校に係る就学支度資   

金の貸付限度額の引上げを行うことにより、就業・自立を促進する。  

※ 平成21年度第1次補正予算により行った、貸付利率の引下げ、貸し付け   

条件（連帯保証人要件の緩和等）の見直し等について、平成22年度におい   

ても引き続き実施。  

3．配偶者からの暴力（ドメスティック㌧バイオレンス）への対策等の推進  

4．904百万円→5．619百万円  

○配偶者からの暴力被害者等への相談、援助等の支援の実施   

婦人相談所や婦人保護施設における心理療法担当職員及び向伴児童のケア   

を行う指導員を配置し、配偶者からの暴力被害者等への支援を実施する。   

（婦人施設措置費（2，126百万円）の内数）   

（児童虐待・DV対策等総合支援事業（2，508百万円）め内数）  

○人身取引被害者支援体制強化のための婦人保護晦設の機能の充実（新規）   

婦人保護施設において、通訳及びケースワーカー（外国人専門生活支援者）   

の派遣を外国人支援に実績のある民間団体等に依頼するための経費や医療費   

を支弁し、人身取引被害者支援体制の強化を図る。   

（婦人施設措置費（2，126百万円）の内数）  
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2．子ども■子育てビジョンの策定について（社会的養護関連）   
現行の「少子化社会対策大綱」及び「子ども・子育て応援プラン」につい  

ては、政府として、その見直しに向けた検討が進められ、平成22年度から  

平成26年度までの今後5年間甲施策内容を数値目標に盛り込むこととし  

て、1月29日、新たに「子ども・子育てビジョン」が閣議決定されたとこ  

ろである。   

「子ども・子育てビジョン」においては、保育や放課後児童クラブ等の子  

育て支援サービスの目標値のほか、社会的養護関連についても数値目標を掲  

げ充実を図ることとしたところである。   

国の策定した行動計画策定指針（厚生労働大臣等の告示）では、地域め実  

情に応じた社会的養護体制の充実を図るた’め、社会的養護の提供量を見込む  

際に勘案する事項のほか、家庭的養護の推進や施設嘩能の見直↓、眉立支援  

策の強化、人材確保のための仕組みの強化など、都道府県が後期行動計画を  

策定するに当たっての方向性や考え方をお示ししたところであり、各自治体  

におかれては、地域の実情を踏まえ、社会的養護関連の計画の策定と実施に  

努めていただきたい。  

子ども・子育てビジョン，施策に関する数値目標  抜粋  

現状  目標  

（平成20年度）  （平成26年度）   

社会的養護の充実－  

の拡充  

里親等委託率   10．4％   16％  

専門里親登銀者数   495世帯   800世帯  

養育里親登録者数   5，805世帯   8，000世帯  

（専門里親登録者数を除く）   （H21．10） 

規模住居型児童養育事業（フア  140か所  

リーホーム）  

童養護施設   567か所   610か所  

規模グループケア   446か所   800か所  

或小規模児童養護施設   171か所   300か所  

童自立生活援助事業（自立援助  54か所   160か所  

ーム）  

ヨートスティ事業   613か所   870か所  

童家庭支援センター   71か所   120か所 
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3．児童福祉施設等の整備について  
（1）次世代育成支援対策施設整備交付金について   

① 平成22年度予算案について  

児童養護施設等の整備については、地域の実情に応じた次世代育成  

支援対策に資する施設整備を支援するため、、次世代育成支援対策施設  
整備交付金‘（以下、「ハード交付金」という。）として、平成2－2年  

度予算案において約 

また、ハード交付金の交付基準琴について、資材費及び労務費の動  

向を踏まえ1∴ 8％引き上げることとしている。  

さらに、平成22年度予算案においては、施設の小規模化を推進す  

る観点から児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設及び児童   

自立支援施設の整備のうち、おおむね6名程度の小規模なグループケ  

アを行う場合の整備について、ハード交付金の加算対象としており、  

これを積極的に活用し、入所児童に対するケアの環境の充実に努めて  
いただきたい。   

＠ 繰越事務について  

平成21年度ハード交付金による施設整備について、各都道府県に  

おいて平成22年度に繰越しを行う、場合（地方繰越）については、所  
要の手続きを年度内に処理する必要があることから、その事務手続き  
に遺漏のないよう留意願いたい。  

（2）児童福祉施設等の小規模化の推進について  

児童福祉施設等の施設整備については、「児童福祉施設最低基準」（昭   

和23年12月29日厚生省令第63号）、「婦人保護施設の設備及び   

運営に関する最低基準」（平成14年3月27日厚生労働省令第49号）、   
「婦人相談所設置要綱について」（昭和38年3月19日厚生省発社第   

35号厚生事務次官通知）の設備基準により行われているところである   

が、これを遵守することのみならず、ハード交付金に係る整備計画策定   

にあたっては、入所者の居住環境に十分配慮した施設整備をお願いする。  
特に、入所者の居室については「児童福祉施設最低基準」等で一室の   

定員及び一人当たりの面積が定められているが、創設や増改築に当たっ   

ては、中・高校生等の思春期児童やその他の入所者のプライバシー等に   

十分酉己慮し、個室化を積極的に進めていただきたいb  

また、平成22年1月に策定した「子ども・子育てビジョン」におい   

て、平成26年度までに児童養護施設等のケア形態の小規模化を計画的   
に推進することとしているので、「地域小規模児童養護施設」、「小規模   
グループケア」の積極的な整備の推進に努めていただきたい。  
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（3）児童福祉施設等の防災対策について  

児童福祉施設等は、自力避難が困難な者が多数入所する施設であるこ   

とから、次の事項に留意のうえ、施設の防火安全対策の強化に努めるよ   

う、管内児童福祉施設等に指導を串願いするとともに、指導監査等にあ   

たっては、特に重点的な指導を 

① 火災発生の未然防止  

②・火災発生時の早期通報・連絡  

③ 初期消火対策  

④ 夜間防火管理体制  

⑤ 避難対策  

⑥ 近隣住民、近隣施設、消防機関等との連携協力体制の確保  

⑦ 各種の補償保険制度の活用  

とりわけ、消防法施行令の一部を改正する政令（平成19年政令第1   

79号）が平成21年4月に施行され、乳児院について、スプリンクラ   

ー設備については延べ面積275Ⅰぱ以上に、自動火災報知設備及び消防   

機関へ通報する火災報知設備については規模に関わらずに設置が義務づ   

けられていることから（既存施設については、平成24年3月までの経   

過措置あり。）、ハード交付金及び社会福祉施設等耐震化等臨時特例交   

付金を積極的に活用して整備を進められたい。   

なお、乳児院以外の児童入所施設についても、275rば以上であれば   

スプリンクラー設備整備事業がハード交付金の対象となっているのでご   

活用いただきたい。 

また、地すべり防止危険区域等土砂等による災害発生の恐れがあると   

して指定されている地域等に所在してV．、る児童福祉施設等においては、  

⑧ 施設所在地の市町村、消防機関その他の防災関係機関及び施設へ  

の周知  

⑨ 施設の防災対策の現状把握と情報の伝達、提供体制の確立  

⑩ 入所者の外出等の状況の常時把握及び避難並びに避難後の円滑な  

援護   

⑪ 消防機関、市町村役場、地域住民等との日常の連絡を密にし、施  
設の構造、入所者の実態を認識してもらうとともに、避難、消火、  

避難後の円滑な援護等を行うための協力体制の確保 等   

児童福祉施設等の防災対策に万全を期していただくようお願いしたい。  

《参考》   

・「社会福祉施設における防火安全対策の強化について」（昭和62年  

9月18日社施第107号）   
・「社会福祉施設における防災対策の再点検等につい七」（平成10年  
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8月31日社施第2153号）  
・「災害弱者関連施設に係る土砂災害対策の実施について」（平成11  

年1月29日社施第212号）  
・「認知症高齢者グループホーム等における防火安全体制の徹底等につ  

いて」（平成18年1月10日雇児総発第0110001号、社援基発第011  

0001号、障企発第0110001号、老計発第0110001号）  

（4）児童福祉施設等の耐震化対策の推進について   

① 児童福祉施設等の耐震化については、「建築物の耐震改修の促進に  

関する法律」に基づき、管内社会福祉法人等に対し必要な指導等が行  

われているところであるが、平成18年に同法が．一部改正され、都道  

府県市が策定する「耐震改修促進計画」により、社会福祉施設を含む  

公共建築物等に・ついては、速やかに耐震琴断を実施し、その結果等の  

公表 

これらを踏まえ、旧建築基準法に基づき建設された施設の耐震診断  

及び耐震化を優先的に実施するとともに、新耐震基準で建築された施  

設についても必要に応じて耐震診断を実施するなど、その安全性を確  

認するために必要な対応を行うよう、管内市町村、社会福祉法人等に  

如して指導をお願いしたい。  

平成21年に実施した児童福祉施設等の耐震化に関する状況調査を  

みると、児童福祉施設等の耐震診断実施率は42．6％（前年36．  

1％）、耐震化率は64．8％（前年61．4％）に留まっているこ  

とから、各都道府県市においては、この取組状況を踏まえ、管内の市  

町村に対し情報提供を行い、児童福祉施設等へ入所・利用する児童等  

の安全確保の観点から、耐震診断の未実施施設については早急に診断  

を実施するとともに、要改修と診断された施設は、耐震化のための整  

備を適切に行うよう管内市町村、社会福祉法人等に対して指導をお願  

いしたい。  

なお、これらの事業の実施にあたっては、「社会福祉施設等に関す  

る耐震診断及び耐震改修の実施について（通知）」（平成18年2月  

15日社援基発第0215001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課   

長、社会・援護局福祉基盤課長、社会・援護局障害保健福祉部企画課  

長、老健局計画課長連名通知）で通知しているところであるが、各都  

道府県市の建築指導担当部局と連携の上、耐震診断については国土交  

通省の「住宅・建築物安全ストック形成事業」、耐震化整備等につい  

ては社会福祉施設等耐震化等臨時特例交付金（保育所等については安  

心こども基金）の積極的な活用をお願いしたい。   

② 児童福祉施設等の老朽化に伴う改築整備については、老朽化が著し   



く災害の発生の危険性が大きいものなど入所者の防災対策上、万全を  

期し難い児童福祉施設については、交付金の交付に当たって優先的に  

採択してきたところである。   

また、土砂災害等により被害の恐れがあると都道府県等において指  

定された地すべり防止危険か所等危険区域に所在する児童福祉施設に  

ついても、施設入所者、利用者の安全確保を図る観点から当該区域外  

への移転整備を促進するため、交付金の交付に当たって優先的に採択  

してきたところである。   

これらの取り扱いについては、その事業の重要性に鑑み、平成22  

年度においても引き続き継続することとしているので、各都運府県市  

におかれては、これらの施設について速やかに対応願いたい。  
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※本調査結果は平成22年2月18日現在の集計状況であり、今後変わりうる。   

1．児童福祉施設等の耐震化に関する状況調査結果総括表  

S56以前建  
S56以前の  築の棟で耐  

施設種別   
全株数に  

全棟数  
．∠ゝ．   に補強恵み  

の棟数  

A   B   C  E   G   

口  保育所   22．331  10．339  11．992  53．7％  5，088  42．4％  3．721   63．0％   

2  乳児院   139   79   60  43．2％   24  40．0％   15   67．6％   

3  母子生活支援施設   307   134   173  56．4％   71  41．0％   40   56．7％   
4  児童養護施設   1．321   690   631  47．8，i  185  29．3％   121   61．4％   

5  児童相談所一時保護施設   131   80   51  38．9％   32  62．7％   26   80．9％   

6  第1種助産施設   449   293   156  ‘34．7％   83  53．2％   42   74．6％   

7  業2種助産施設   19   8  ′ 42．1％   0   0．0％   0   57．9％   

8  情緒隆幸児短期治療施設   63   46   17  27．0％   13  76．5％   13   93．7％   

9  児童自立支援施設   302   131   171  56．6％   99  57．9％   74   87．9％   

10  児童家庭支援センター   52   39   13  ．25．0％   4  30．8％   2   78．8％   

叩  婦人相談所一時保護施設   49   28   18  36．7％   14  77．8％   13   79．6％   

12  婦人保護施設   53   26   27  50．9％   15  55．6％   69．8％   

13  児童厚生施設（児童遊園を除く。）  3，725  2．321  1，404  37．7％  644  45．9％   469   74．9％  

合計   28．941  14，215  14，721  50．9％  ′ 6，272  42．6％  4，547   64．8％   

○調査対象   

非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  
○調査基準日   

平成21年4月1日現在  
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【乳児院】  

S56以前建  
S56以前の  築の捷で耐  

都道府県  全様教  
⊂】  に挿強済み  

の棟数  

A   B   C  E   G   

口  北海道   2   口  50．0，i   100．0，i   100．0％   

2  青森県   2   50．0％   0  0．0，i   0   50．0，i   

3  岩手県   2   0   2  100．0！i   0  0．0％   D   0．0，i   

4  宮城県   0   100．0％   100．0，i   100．0％   

5  秋田県   0  0，0，i   0  0   100．0％   

6  山形県   0  0．0％   0  0   100．0％   

7  福島県   0   100．0％   100．0％   0   0．0％   

8  茨城県 2   2   0  0．0％   0  0   100，0％   

9  栃木県   0  0．0％   0  0   100．0％   

10  群馬県   3   2   33．3％   0  0．0％   0   66．7％   

叫  埼玉県   4   2   2  50．0％   0  0．0％   0   50．0％   

12  千葉県   3   2   口  33．3％   100．0％   0   66．7％   

13  東京都   14   8   6  42．9％   3  50．0％   3   78，6，i   

14  神奈川県   5   4   20．0，i   0  0．0％   0   80．0％   

15  新潟県   0   100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

16  富山県   0  0．D％   0  0   100．0％   

17  石川県   0  0．0％   0  0   100．0％   

18  福井県   2   50．0％   100．0％   0   50．0％   

19  山梨県   0  0．0，i   0  0   100．OIi   
20  長野県   7   4 3  42．g％   0  0．0％   0   57．1％   

21  岐阜県   3   2   ト  33．3％   100．0％   100．0％   

22  静岡県   2   50．0％   山  100．¢％   100．0％   

23  愛知県   6・   5   16．7％   100．0％   100．0％   

24  三重県   2   口  50．0％   口  100．0％   100．0％   

25  滋賀県   0  0．0％   0  0   100．0％   

26  京都府   2   50．0！i   0  0．0％   0   50．0％   

27  大阪府   5   3   2  40．0％   0  ．0．0％   0   60．0，i   

28  兵庫県   ヰ   3   25．0，i   0  0．0，i   0   75．0％   

29  奈良県   2   50．0％   0  0．0％   0   50．0％   

30  和歌山県   0   100．0，i   ．100．0％   0   0．0％   

31  鳥取県   0   100．0％   0  0，0！i   0   0．0％   

32  島根県   0  0．0％   0  0   100，0！i   

33  岡山県   0   0   0  0  0  

34  広島県   0  0．0％   0  0   100．0％   

35  山口県   0   口  100，0％   0  0．0，i   0   0，0％   

36  徳島県  2  口  ロ  50．0％   100．0，i   0   50．0％   

37  香川県   3   0   3  100．0％   0  0．0％   0   0．0，i   

38  愛媛県   2   口  50．0％   0  0．0％   0   50．0％   

39  高知県   0   0   0  0  0  

40  福岡県   3   2   口  33．3％   0  0．0％   0   66．7，i   

41  佐賀県   0   0   0  0  0  

42  長崎県   0   100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

43  熊本県   4   3   25．0％   0  0．0，i   0   75．0％   

44  大分県   0  0．0％   0  0   100．0％   

45  宮崎県   0  0．0％   0  0   100．0％   

46  鹿児島県   2   50．0％  0  0．0％   0   50．0％   

47  沖縄県   0   0   0  0  0  

都道府県合音  ．106   63   43  40．6，i   14  32．6％   9   6丁．9，i   
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S56以前建  
S56以前の  築の棟で耐  

都道府県  全棟数  S56以前  

ノゝ 臼  に補強済み  
の棟数  

A   日  C  E   G   

4さ  札幌市   0  0．0％   0  0   100．0％   

49  仙台市   1   0  0．0％   0  D   100．0％   

50  さいたま市   0  0．0，i   0．  O 100．0％   

51  千葉市   0  0．0％   0  0   100，0％   

52  横浜市   3   2  66．7％   2  100．0％   0   33．3，i   

53  川崎市   0  0．0％   0  0   100．0％   

54  新潟市   0   0   0  8  0  

55  静岡市   0  0．0％   0  0   100．0％   

56  浜松市   0   100．0％   口  100．0％   100．0％   

5了  名古屋市   4   2   2  50．0，i   2  100．0％   2   100．0％   

58  京都市   2   50．0％   100．0％   0   50．0％   

59  阪市   4   3  75．0，i   2  66．7，i   50．0％   

60  堺市   0   0   0  0  0  

61  神戸市   3   3   0  0．0％   0  0   100．0，i   

62  岡山市   2   0   2  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

63  広島市   0   0   0  0  0  

64  北九州市   0   100．0，i   0  0．0％   0   0．0％   

65  福岡市   2   0   2  100．D，i   口  ■50．0％   50．0％  

指定都市合音  鱒   14   14  50．0％   9  64．3，i   5   67．9，i   

66  函館市   2   ．50．0％   100．0％   100．0，i   

67  旭川市   0   0   0  0  0  

68  青森市   0   0   0  0  0  

69  盛岡市   0   0   0  0  0  

70  秋田市   0   0   0  0  0  

71  郡山市   0   0   0  0  0  

72  いわき市   0   0   0  0  0  

73  宇都宮市   0   0   0  0  0  

74  前橋市   0   0   0  0  0  

75  川越市   0   0   0  0  0  

76  船橋市   0   0   0  0  0  

7丁  柏市   0   0   0  0  0  

78  横須賀市   0   0   0  0  0  

79  相模原市 0   0   0  0  0  

80  富山市   0   0   0  0  0  

81  金沢市  2  山   口  50．0％   0  0．0％   0  50．0％   

82  長野市   0   0   0  0  0  

83  岐阜市   0   0   0  0  0  

0   0   0  0  0  84  豊橋市  

85  岡崎帯   0   0   0  0  D  

86  豊田市   0   0   0  0  0  

87  大津市   0   0   0  0  0  

88  高槻市   0   0   0  0  0  

89  東大阪市   0   0   0  0  0  

90  姫路市   0   0   0  0  0  

91  尼崎市   0  0   0  0  0  

92  西宮市   0   0  0  O 0  

93  奈良市   0   0   0  0  0  

94  和歌山市   0   0   0  0  0  

95  倉敷市   0   0   0  0  0  

96  福山市   0   0   0  0  0  

97  下関市   0   0   0  0  0  

98  高松市   0   0   0  0  0  

99  松山市   0   0   0  0  0  

100  高知市   0   0   0  0  0  

101  久留米市   0   0   0  0  0  

102  長崎市   0   0   0  0  0  

103  熊本市   0   0   0  0  0  

104  分市   0   0   0  0  0  

105  宮崎市   0   0   0  0  0  

106  鹿児島市   0   100．0％   0  0．0％   0   0．0％  

中核市合計   5   2   3  60．0％   33．3％   60．0％   

朋  二 
15 

○調査対象   
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  

○調査基準日  
平成21年4月1日現在  
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【母子生活支援施設】  

S56以前建  
S56以前の  築の棟で耐  

都道府県  全様教  
田 l：：コ  に補強済み  

の棟数  

A   B   C  E   G   

q  北海道   0   100．Q，i   0  0．0％   O 0．0％   

2  青森県   4   0   4  100．0％   0  0．0！i   0   0．0％   

3  岩手県   2   0   2  10D．0％   0  0．0％   0   0．0％   

4  宮城県   5   ヰ   20．0，i   100．0％   0   80．0％   

5  秋田県   5   3   2  40．0％   0  0．0％   0   60．0％   

6  山形県   0  0．0％   0  0   100．0，i   

7  福島県   4   3  75，0，i   2  66．7％   2   75．0，i   

8  茨城県   6   3   3  50．D％   口  33．3％   0   50．D％   

9  栃木県   6   2   4  66．7％   0  0．0％   0   33．3，i   

10  群馬県   5   0   5  100．0，i   0  0．0％   0   0．0％   

山  埼玉県   7   6   14．3，i   0  0．0％   0   85．7％   

12  千葉県   3   2  ¢6．7，i   50．0％   66．7％   

13  東京都   39   21   18  46．2％   14  77．8％   10   79．5％   

14  神奈川県   2   0   2  100．0％   50．0％   50．0％   

15  新潟県   4   2   2  50．0，i   50．0％   75．0％   

16  富山県   2   0   2  100．0％   2  100．0％   0   0．0！i   

17  石川県   0   100．0†i   0  0．0％   0   0．0，i   

18  福井県   0  0．D％   0  0   100．0％   

19  山梨県   0  0．0％   0  0   100．0％   

20  長野県   3   2  66．7％   0  0．0％   0   33．3，i   

21  岐阜県   ヰ   0   4  100．0％   4  100．0％   0   0．0，i   

22  静岡県   2   0   2  100．0％   50．0％   0   0．0％   

23  愛知県   9   2   7  77．8％   6  85．7％   5   7丁．8％   

24  三重県   7   6  85．7，i   2  33．3兄   0  14．3，i   

25  滋賀県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

26  京都府 2   0   2  100．0％   0  0．0‡   0   0．0％   

27  大阪府   4   3  75．0％   B  33．3％   5〔I．0，i   

28  兵庫県  3   2  6tS．7％   0  0，0％   0   33．3％   

29  奈良県   4   3   25．0％   0  0．0％   0   75．0，i   

30  和歌山県   5   ヰ  80．0％   ヰ  100．0％   3   80．0，i   

31  鳥取県   6   3   3  50．0％   2  66．7，i   2   83．3％   

32  島根県  2   0   2  100．0％   0．   0．0％   0   0．0！i   

33  岡山県 0   0   0  0  0  

34  広島県   6   3   3  50．0，i   0  0．0％   0   50．0％   

35  山口県   2   0   2  100．0，i   0  0．0％   0   0．0，i   

36  徳島県  4  2  2  50．0％   b  50．0％  口  75．D％   
37  香川県   0  0．0％   0  0   100．0％   

38  愛媛県   5   2   3  60．0，i   口  33．3％   0   40．0，i   

39  高知県   2   b  50．0，i   0  0．0％   0   50．0％   

40  福岡県   12   7   5  41．7％   20．0％   66．7％   

・41  佐賀県   3   2  66．7％   0  0．0％   0   33．3％   

42  長崎県   0   0   0  0  0  

43  熊本県   0   0   0  0  0  

44  大分県   2   50，0％   0  0．0，i   0   50．0％   

45  宮崎県   3   2  66．了％   0  0月％   0   33．3，i   

46  鹿児島県   6   5  83．3％   2  40．0％   33．3％   

47  沖縄県   3   2   33．3％   0  0．0％   0   66二7％  

都道府県合盲  200   82   118  ， 59．0％   48  40．7，i   29   55．5％   

14   



S56以前建  
S58以前の  築の棟で耐  
全様数に  

都道府県  全裸教  

田 臼  に補強扇み  
の棟数  

A   B   C  E   G   

48  札幌市   6   0   6  100．0％   0   0．0％   0   0．0％   

49  仙台市   2   50．0％   100．0％   0   50．0％   

50  さいたま市   3   2   33．3，i   0   0．0％   0   66．7％   

51  千葉市   0  0．0％   0  0   100．0％   

52  横浜市   8   5   3  37．5％   3  100．0％   75．0％   

53  川崎市   0  0．0！i   0  0   100．0％   

54  新潟市   2   50．0‡   100．0，i   100．0％   

55  静岡市   0  仇0笈   0  0   100．0％   

58  浜松市  ロ  ロ  0  0．0％  0    0  100．0，i   
57  名古屋市   4   3  75．0％   3  100．0％   2   75．0％   

58  京都市   3   2   33．3～   1  100．0％   0   66．7％   

59  大阪市   4   3  75．0％   3  100．0％   2   75．0，i   

60  堺市   0   0   P  0  0  

引  神戸市   9   7   2  22．2笈   0   0．0％   0   77．8％   

62  岡山市   2   ロ  50．0％   0  0．0％   0   50．0，i   

63  広島市   4   4   0  0．0％   0  0   100．0，i   

84  北九州市   2   2   0  α0％   0  0   100．0％   

65  福岡市   3   2   33．3％   8  100．0％   100．0％  

指定都市合言   56   33   23  41．1％   13  56．5，i   7   71．4，i   

66  函館市   2   0   2  100．0％   50．0％   0   0．0，i   

67  旭川市   1   0  0．0％   0  0   100．0％   

68  青森市   2   0   2  100．0％   0   0．0％   0   0．0，i   

69  盛岡市   0   100．Ol   0   0．0％   0   0．0，i   

70  秋田市   4   3   25．0％   O 0．0％   0   75．0％   

71  郡山市   0   100，0％   100．0％   0   0．0，i   

72  いわき市   0   0   0  0  0  

73  宇都宮市   2   0   2  100．0％   0   0．0，i   0   0．0，i   

74  前橋市   2   0   2  100，0％   0  0．0％   0   0．0，i   

75  川越市   0   100．0％   100．0％   0   0．0，i   

76  船橋市   0   100．0％   0   0．0％   0   0，0％   

77  粕市   0   0   0  0  0  

78  横須賀市   0   口  100．0％   0   0．0％   0   0．0，i   

79  相模原市   0   0   0  0  0  

80  富山市   0   100．0，i   100．0％   0   0．0！i   

81  金沢市   口  山   0  0．0％   0  0   100．0，i   

82  長野市   0   100．Ol   0   0．0％   0   0．0，i   

83  岐阜市   2   2   0  0．0％ 0  0   100．0％   

84  豊橋市   0  0．0％   0  0   100．0，i   

85  岡崎市   0   100．0％   ト  100．0％   100．0％   

88  豊田市   0  0．0％   0  0   100．0％   

87  大津市   0  0．0％   0  0   100．0％   

88  高槻市 0   0   0  0  0  

89  東大腋市   0   100．0％   0   0．0％   0   0．0％   

90  姫路市   2   2   0  0．0％   0  0   100．0，i   

91  尼崎市   0   100．0％   100．0％   、1   100．0，i   

92  西宮市   0   100．0！i   0   0．0％   0   0．0％   

93  奈良市   0 0  0   100．0％   

94  和歌山市   0   ロ  100．0，i   0   0．0，i   0   0．0％   

95  倉敷市   0   ロ  1∝LO％   0   0．0％   0   0．0％   

96  福山市  2   0   2  100．0％   0   0．0％   0   0．0，i   

97  下関市   0   100．0，i   0   0．0％   0   0．0％   

98  高松市   0  α0％   0  0   100．0％   

99  松山市   0   100．0‡   100．0％   0   0．0％   

100  高知市   0  ，0．0％   0  0   100．0，i   

101  久留米市   0   山  100．0％   0   0．0％   0   0．0％   

102  長崎市   0  0．0％   0  0   100．0％   

103  熊本市   0   100．0，i   100．0％   0   0．0％   

104  大分市   2   0   2  100．0％   2  100．0，i   2   100．0％   

105  宮崎市   0   100．0！i   0   0．0，i   0   0．0％   

106  鹿児島市   4   3   25．0％   0   0．0％   0   75，0，i  

中核市合計   51   19   32  62．7％   10  31．3％   4   45．1％   

○調査対象  
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  

○調査基準日  
平成21年4月1日現在  

15   



【児童養護施設】  

S56以前建  
台56以前の  築の捷で耐  
全裸数に  

都道府県  全棟数  

に補強済み  
の棟数  

A   B   C  E   G   

口  北海道   36   17   19  52．8％   0  0．0％   0   47．2％   

2  青森県   11   7   4  36．4％   0  0．0％   0   63．6％   

3  岩手県   10   4   6  60．0％   2  33．3，i   0   40．0％   

4  宮城県   2   0   2  100．0，i   50．0，i   50．0％   

5  秋田県   11   2   9  81．8％   4  44．4％   4   54．5％   

6  山形県   6   4   2  33．3％   0  0．0†i   0   66．7％   

7  福島県   29   14   15  51．7％   2  13．3！i   51．7，i   

8  茨城県   24   15   9  37．5，i   0  0．0，i   0   62．5，i   

9  栃木県  24   13   45．8％   0  0．0！i   0   54．2％   

10  群馬県   16   5  31．3％   0  0．0％   0   68．8％   

皿  埼玉県   59   30   29  49．2％   10  34．5％   10   6丁．8，i   

12  千葉県   57   15   42  73．7％   25  59．5％   20   61．4，i   

13  東京都   179   114   65  36．3％   32  49．2％   18   73．7％   

14  神奈川県   57   30   27  47．4％   13  48．1％   12   73．7％   

15  新潟県   5   2   3  60．0％   口  33．3％   0   40．0％   

16  富山県   8   2   6  75．0％   0  0．0％   0   25．0，i   

17  石川県   6   3   3  50．0％   口  33．3％   66．7％   

1＆  福井県   5   0   5  1PO．0，i   3  60．0％   0   0．0％   

19  山梨県   7   3   4  57．1％   口  25．0％   57．1％   

20  長野県  45   22   23  51．1％   2  8．7％   0   48．9，i   

21  岐阜県   19   9   10  52．6％   8  80．0％   6   78．9％   

22  静周県   20   16   4  20．0％   4  100．0％   3  95．0％   

23  愛知県   39   25   14  35．9，i   4  28．6％   2   89．2，i   

24  三重県．   27   8   19  70．ヰ％   2  10ご5％   2   37．0％   

25  滋賀県   11 3   8  72．7％   8  100．0％   7   90．9％   

26  京都府   15   13   2  13．3％   0  0．0％   0   88．7％   

27  大阪府   52   22   30  57．7％   4  13．3％   4   50．0％   

28  兵庫県   31   15   16  51．6％   5  31．3％   2   54．8％   

29  奈良県   9   7   2  22．2％   口  50．0％   0   77．8％   

30  和歌山県 17   9   8  47．Mi   0  0．0％   ○   52．9％   

31  鳥取県   5 4  80．0％   口  25．0％   0   20．0％   

32  島根県   8   7   12．5％   0  0．0％   0   87．5％   

33  岡山県   6   5  45．5％   0  0．0％   0   54．5！i   

34  広島県   17   4   13  76．5％   2  15．4％   0   23．5％   

35  山口県   12   9   3  25．0％   0  0．0％   0   75．0％   

36  徳島県  10  5  5  50．0％  0  ■ 0．0，i  0   50．0％   

37  香川県   5   3   2  40．0％   0  0．0，i   0   60，0％   

38  愛嬢県   18   10   8  44．4！i   u  12．5，i   61．1％   

39‘  高知県   6   2   4  66．7％   2  50．0％   0   33．3％   

40  福岡県   24   13  54．2％   4  30．8％   4   62．5％   

41  佐賀県   5   6  54．5％   0  0．0％   0   45．5％   

42  長崎県   21   6   15  71．4％   0  0．0％   0   28．6％   

43  熊本県  54   35   19  35．2％   0  0．0％   0   64．8，i   

44  大分県   19   12   7  36．8％   1ヰ．3％   68．4，i   

45  宮崎県   20   18   2  10．0％   0  0．0％   0   90．0，i   

46  鹿児島県   34   10   24  70．6％   3  12．5％   0   29．4！i   

47  沖縄県   21   14   7  33．3％   0  0．0％   0   66．7％  

都道府県合音  1，133   593   540  47．7％  147  27．2，i  100   61．2％   

16   



S56以前建  
S58以前の  築の棟で耐  
全様数l芋  

都道府県   全棟数  

用 lコ  に補強済み  
の株数  

A   B   C  E   G   

48  札幌市  5   4  80．0％   0   0．0％   0   20．0％   

49  仙台市  3   3   0  ・0．0％   0  0   100．0％   

50  さいたま市  6   5   16．7，i   0  0．0％   0   83．3％   

51  千葉市  6   6   0  0．0，i   0  0   100．0％   

52  横浜市  17   6  35．3％   6  100．0％   70．6％   

53  川崎市  2   0   2  100．0％   0  0．0％   0   0．0，i   

54  新潟市  0   100．0％   0  0．0，i   0   0．0％   

55  静岡市  2   2   0  0．0％   0  0   100．0％   

56  浜松市  3   3   0  0．0％   0  0   100．0，i   

57  名古屋市  29   18  62．1％   16  88．9％   15   89．7％   

58  京都市  17   10   7  41．2％   2  28．6％   64．7％   

59  大阪市  9   0  9  100．0％   5  55．6％   3   33．3％  

60  堺市  14   5   9  64．3％   11．1％   0   35．7％   

61  神戸市  19   9   10  52．6％   丁  70．0，i   52．6％   

62  岡山市  10   3   7  70．0％   14．3，i   0   30．0％   

63  広島市  8   5   3  37．5％   0  0．0％   0   62．5％   

64  北九州市  9   g   0  0．0％   0  0   100．0，i   

65  福岡市  3   2   33．3％   0  0．0％   0   6¢．7％  

指定都市合言   163   85   78  47．9％   38  48．7％   21   65．0％   

66  函館市  7   0   了  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

67  旭川市  0   0   0  0  0  

68  青森市  0   0   0  0  0  

69  盛岡市  0   0   0  0  0  

70  秋田市  0   0   0  0  0  

71  郡山市  0   0   0  0  0  

72  いわき市  0   0   0  0  0  

73  宇都宮市  0   0   0  0  0  

74  前橋市  0   0   0  0  0  

75  川越市  0   0   0  0  0  

76  船橋市  0  0．0％   0  0   100．0％   

77  拍市  0   0   0  0  0  

78  横須賀市  0  0．0，i   0  0   100．0％   

79  相模原市  0   0   0  0  0  

80  冨山  市   0  0．0％   0  0   100．0％   

81  金沢  市   8   3  27．3，i   0   0．0％   0   72．7％   

84  豊橋市 0   0   0  0  0  

85  岡崎市 0   0   0  0  0  

86  豊田市  0   0   0  0  0  

87  大津市  0   0  0  0  0  

88  高槻市  0   0   0  0  0  

89  東大阪市 0   0   0  0  0  

90  姫路市  0   0   0  0  0  

91  尼崎市  2   0   2  100．0％   0  0．0％   0   0．0，乙   

92  西宮市  0   0   0  0  0  

93  奈良市  0   0   0  0  0  

94  和歌山市  0   100．0％   0  0．0，i   0   0．0，i   

95  倉敷市  0   0   0  0  0  

96  福山市  0   0   0  0  0  

97  下関市  0   0   0  0  0  

98  高松市  0   0   0  0  0  

99  松山市  0   0   0  0  0  

100  高知市 0   0   0  0  0  

101  久腎、  米市   0   0   0  0  0  

102  長崎  市 0   0   0  0  0  

103  熊本  市   0   O 0  0  0  

10ヰ  大分  市  ロ  山  0  0．0，i  0  0  100．0％   
105  宮崎  市   0   0   0  0  0  

106  鹿児島市  0   0   0  0  0  

中核市合計  25   12   13  52．0％   0   0．0％   0   48．0％   

○調査対象   
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200n†を超える建物。  

○調査基準日  
平成21年4月1日現在  

17   



【情緒障害児短期治療施設】  

S56以前建  
S56以前の  集の凍で耐  

都道府県  ．全権数  

用 臼  に補強済み  
の棟数  

A   B   C  E   G   

匂  北海道   0   0   0  0  0  

2  青森県   0   0   0  0  0  

3  岩手県   0  0．0，も   0  0   100．0，i   

4  宮城県   0   0   0  0  0  

5  秋田県   0   0   0  0  0  

6  山形県   0   O 0  0  0  

7  福島県   0   0   0  0  0  

8  茨城県   0   U  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

9  栃木県   0   0   0  0  0  

10  群居県   0  ・0．0％   0  0   100．0％   

m  埼玉県   8   8   0  0．0％   0  0   100，0％   

12  千葉県   0   0   0  0  0  

13  東京都   0   0   0  0  0  

14  神奈川県   0   0   0  0  0  

15  新潟県   0   0   0  0  0  

16  富山県   0   0   0  0  0  

1了  石川県   0   0   0  0  0  

18  福井県   0   0   0  0  0  

19  山梨県   0   0   0  0  0  

20  長野県   0   山  100．0％   0  0、0％   0   0．0％   

21  岐阜県   0   H  100．0％   口  108．0％   100．0％   

22  静岡県   ／3   3   0  0．0％   0  0   100．0％   

23  愛知県   ＼6   6   0  0．0％   0  0   100．0％   

24  三重県   0   0   0  0  0  

25  滋賀県   3   3   0  0．0％  0  0   100．0，i   

26  京都府   3   3   0  0．0％   0  O 100．0％   

27  大阪府   6   3   3  50．0％   3  ■100．0～   3   100．0％   

28  兵庫県   3   0   3  100．0％   3  100．0％   3   100．0！i   

29  奈良県   0   0   0  0  0  

30  和歌山県   0  0．0うi   0  0   100．0％   

31  鳥取県   2   口  50．0，i   0  0、0％   0   50．0，i   

32  島根県   0   0   0  0  0  

33  岡山県   2   2   0  0．0％   0  0   100．0％   

34  広島県   0   0   0  0  0  

35  山口県   4   0   4  100．0％   4  100．0％   4   100．0，i   

36  徳島県  0  0  0    0    0  
37  香川県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

38  愛媛県   0   0   0  0  0  

39  高知県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

40  福岡県   0  0．0％   0  0   100．0％   

41  佐賀県   0   0   0  0  0  

42  長崎県   2   2   0  0．0％   0  0   100．0％   

43  熊本県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

44  大分県   0   0   0  0  0  

45  宮崎県   0   0   0  0  0  

46  鹿児島県   0  0．0％   0  0   100．0！i   

4了  沖縄県   0   0   0  0  0  

都道府県合言   53   39   14  26．4，i   78．6％   94．3，‘   
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S58以前建  
S56以前の  築の棟で耐  

都道府県  全株数  
占める剖  

．△． lコ  l享補強済み  

の棟数  

A   B   C  E   G   

48  札幌市   0   0   0  0  0  

49  仙台市   4   4   0  0．0，i   0  0   100．0％   

50  さいたま市   0   0   0  0  0  

51  千葉市   0   0   0  0  0  

52  横浜市   0  0．0，i   0  0   100．0％   

53  川崎市   0   0   0  0  0  

54  新潟市   0   0   0  0  0  

55  静岡市   0   0   0  0  0  

56  浜松市   0   0   0  0  0  

57  名古屋市   0   100．0％   100．0％   100．0％   

58  京都市   D  0．0％   0  0   100．0％   

59  大阪市   2   50．0％   100．0％   100．0％   

60  堺市   0   0   0  0  0  

61  神戸市   0   0   0  0  0  

62  岡山市   0   0   0  0  0  

63  広島市   0   100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

64  北九州市   0   0   0  0  0  

65  福岡市   0   0   0  0  0  

指定都市合芸   10   7   3  30．0％   2  66．7％   2   90．0％   

○調査対象  
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  

○調査基準日  
平成21年4月1日現在  
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【児童自立支援施設】  

S56以前建  
築の捷で耐  

S58以前の 全株致に  

都道府県  全棟数  
の棟数  

A   B   C  E   G   

山  北海道   25   9  3tS．0，i   0  0．0％   0   64．0％   

2  青森県   4   0   4  100．0，i   4  100．0％   4   100．0％   

3  岩手県   3   3   0  0．0％   0  0   100．0％   

4  宮城県   6   6   0  0．0％   0  0   100．0％   

5  秋田県   2   0   2  100．0％   2  100．0％   2   100．0％   

6  山形県   0   100．0％   100．0％   100．0％   

7  福島県   2   2   0  0．0，i   0  0   100．0％   

8  茨城県   9   0   9  100．0％   11．1％   0   0．0％   

9  栃木県   7   7   0  0．0，i   0  0   100．0％   

10  群馬県   4   2   2  50．0％   2  100．0，i   75．0％   

m  埼玉県   15   7   8  53．3％   7  87．5，i   0   46．7％   

12  千葉県   4   3  75．0，i   3  100．0，i   2   75．0％   

13  東京都   30   21   9  30．0％   9  100．0！i   9   100．0，‘   

14  神奈川県   10   9   n  10．0％   口  ′100．0％   100．0％   

15  新潟県   3   0   3  100．0％   口  33．3％   33．3％   

16  富山県   4   3  75．0，i   3  100．0，i   2   75．0％   

17  石川県   8   0   6  100．0％   u  16．7％   0   0．0％   

18  福井県   0   1【IO．0％   山  100．0，i   0   0、0％   

19  山梨県   0   口  100．0％   100．0，i   100．0，i   

20  長野県・   ●1   0  0．0％   0  0   100．0，i   

21  岐阜県   4   2   2  50．0，i   2  100．0，i   2 100．0％   

22  静岡県   10   4   6  80．0，‘   6  100．0％   5   90、0％   

23  愛知県   6   3   3  50．0％   0  0．0％   0   50．0％   

24  三重県   3   0   3  100．0％   3  100．0％   3   100．0％   

25  滋賀県   0   0   0  0  0  

26  京都府   4   3  75．0，i   2  66．7，i   2   75．0％   

27  大阪府   18   4   14  77．8％   3  21．4！i   27．8％   

28  兵庫県   2   0   2  100．0，i   2  100．0％   2   100．0％   

29  奈良県   7   2   5  71．4％   5  100．0％   4   85．7！i   

30  和歌山県   4   3   25．0，i   口  100．0％   100．0％   

31  鳥取県   0  0．0！i   0  0   100．0％   

32  島根県   8   O ¢  100．0，i   6  100．0！i   6   100．0％   

33  岡山県   10   2   8  80．0，i   0   0．0％   0   200，8   
34  広島県   5   4  80．0！i   0  0．0％   0   20、0†i   

35  山口県   2   0   2  100．0％   2  100．0％   50．0％   

36  徳島県   3   2  66．7％   2  100．0％   667，i   
37  香川県   3   0   3  100．0％   3  100．0％   0   00％   
38  愛媛県   3   2  66．7％   0  0．0％   0   33．3％   

39  高知県   4   4   0  0．0，i   0  0   1000％   
40  福岡県   8   8   0  0．0！i   0  0   100．0％   

41  佐賀県   0   0   0  0  0  

42  長崎県   8   5   3  37．5％   2  66．7，i   0   62．5％   

43  熊本県   6   0   6  100．0％   0  0．0！i   0   00，i   
44  大分県   0   山  100，0％   u  100．0，i   1000，i   
45  宮崎県   6   0   6  100．0％   0  0．0％   0   0．0†i   

46  鹿児島県   7   2   5  71．4％   0  0．0％   0   286！i   
47  沖縄県   3   3   0  0．0，i   0  0   1000！i  

都道府県合書  272   123   149  54．8！i   77  51．7％  ■ 53   64．7，i   
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S56以前建  

都道府県  全棟数  
全棟数に 占める割合  

に補強済み  
の棟数  

A   B   C   E   G   

48  札幌市   0   0   0  0  0  

49  仙台市   0   0   0  0  0  

50  さいたま市   0   0   0  0  0  

51  千葉市   0   0   0  0  0  

52  横浜市   13   5   8  61．5％   8  100．0％   7   92，3，i   

53  川崎市   0   0   0  0  0  

54  新潟市   0   0   0  0  0  

55  静岡市   0   0   0  0  0  

56  浜松市 0   0   0  0  0  

57  名古屋市   12   0   12  100．0％   12  100．0％   12   100．0！i   

58  京都市  0   0   0  0  0  

59  大阪市   4   2   2  50．0％   2  100．0％   2   100．0，8   

60  堺市   0   0   0  0  0  

61  神戸市   0  0．0％   0  0   100．0％   

62  岡山市   0   0   0  0  0  

63  広島市   0   0   0  0  0  

64  北九州市   0   0   0  0  0  

65  福岡市   0   0   0  0  0  

指定都市合書   30   8   22  73．3％   22  100．0，i   21   96．7，i   

○調査対象  
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  

0調査基準日  

平成21年4月1日現在  
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【児童家庭支援センター】  

S56以前建  
S56以静の  菓の様で耐  
全株軌こ  

都道府県  全様数  

円 tコ  に補強済み  
の棟数  

A   B   C  E   G   

円  北海道   6   5   口  16．7％   0  0．0％   0   83．3，i   

2  青森県   0   0   0  0  0  

3  岩手県   0   0   0  0  0  

4  宮城県   0   0   0  0  0  

5  秋田県   0   0   0  0  0  

6  山形県   2   2   0  0．0％   0  0   100．0％   

7  福島県   0   0   0  0  0  

8  茨城県   0  － 0．0，i   0  0   100．0％   

9  栃木県   0   0   0  0  0  

10  群馬県   2   0   2  100．0！i   0  0，0％   0   0．0％   

m  埼玉県   0   0   0  0  0  

12  千葉県   0   口  100，0％   100．0％   0   0．0％   

13  東京都   0   0   0  0  0  

14  神奈川県   0   0   0  0  0  

15  新潟県   0   0   0  0  0  

16  富山県   0   0   0  0  0  

17  石川県   2   2   0  0．0，i   0  0   100．0％   

18  福井県   4   2   2  50．0％   口  50．0％   0   50．0％   

19  山梨県   0   0   0  0  0  

20  長野県   0   0   0  0  0  

21  岐阜県   5   3   2  40．0％   50．0％   80．0％   

22  静岡県   0  0．0％   0  0   100．0％   

23  愛知県   0   0   0  0  0  

24  三重県   0   0   0  0  0  

25  滋賀県   0   0   0  0  0  

26  京都府   0  0．0％   0  0   10α0％   

27  大阪府   0  0．0％   0  0   100．0％   

28  兵庫県   2   0   2  100二0％   50．0！i   50．0％   

29  奈良県   0  0．0％   0  0   100．0％   

30  和歌山県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

31  鳥取県   0  0，0％  0  0   100．0％   

32  島根県   0   0   0  0  0  

33  岡山県   0   0   0  0  0  

3ヰ  広島県   0   0   0  0  0  

35  山口県   3   2  66．7％   0  0．0％   0   33．3％   

36  徳島県   口  0  0．0％   0  0   100．0％   

37  香川県   0  0．0％   0  0   10t）．0％   

38  愛媛県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

39  高知県   0   0   0  0  0  

40  福岡県   0  0．0，i   0  0   100．0！i   

41  佐賀県   0   0   0  0  0  

42  長崎県   0  0．0，i   0  0   100．0，i   

43  熊本県   0  0．OX   0  0   100．0％   

44  大分県   2   2   0  0．0％   0  0   100．0％   

45  宮崎県   0   0   0  0  0  

46  鹿児島県   0   0   0  0  0  

47  沖縄県   0  0．0％   0  0   10D．0，i  

都道府県合音  43   31   12  27．9％   4  33．3％   2   76．7％   
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S56以前建  
S58以前の  築の棟で耐  

都道府県  全棟数  

に祐強済み  
の棟数  

A   B   C  E   G   

48  札幌市   0   0   0  0  0  

49  仙台市   0   0   0  0  0  

50  さいたま市   0   0   0  0  0  

51  千葉市   3   3   0  0．0％   0  0   100．0％   

52  横浜市   0  0．0％   0  0   100．0％   

53  川崎市   0  0．0，i   0  0   100．0％   

54  新潟市   0   0   0  0  0  

55  静岡市   0   0   0  0  0  

56  浜松市   0   0   0  O 0  

57  名古屋市   0  0．0，i   0  0   100．0％   

58  京都市   0   0   0  0  0  

59  大阪市   0   0   0  0  0  

60  堺市   0  0．0，i   0  0   100．0，i   

61  神戸市   2   †  50．0％   0  0，0，i   0   50．0，i   

62  岡山市   0   0   0  0  O 

63  広島市  0   0   0  0  0  

64  北九州市   0   0   0  0  0  

65  福岡市   0   0   0  0  0  

指定都市合呂   9   8   11．1％   0  0．0％   0   88．9％   

66  函館市   0   0   0  0  0  

67  旭川市   0   0   0  0  0  

68  青森市   0   0   0  0  0  

69  盛岡市   0   0   0  0  0  

70  秋田市   0   0   0  0  0  

71  郡山市   0   0   0  0  0  

72  いわき市   0   0   0  0  0  

73  宇都宮市   0   0   0  0  0  

74  前橋市   0   0   0  0  0  

75  川越市   0   0   0  0  0  

了6  船橋市   0   0   0  0  0  

77  柏市   0   0   0  0  0  

78  横須賀市   0   0   0  0  0  

79  相模原市   0   0   0  0  0  

80  富山市   0   0   0  0  0  

81  金沢市   0   0   0  0  0  

82  長野市   0   0   0  0  0  

83  岐阜市   0   0   0  0  0  

0   0   0  0  0  84  豊橋市  

85  岡崎市   0   0   0  0  0  

86  豊田市   0   0   0  0  D  

87  大津市   0   0   0  0  0  

88  高槻市   0   0   ノ0  0  0  

89  東大阪市   0   0   0  0  0  

90  姫路市   0   0   0  0  0  

91  尼崎市   0   0   0  0  0  

92  西宮市   0   0   0  0  0  

93  奈良市   0   0   0  0  0  

94  和歌山市   0   0   0  0  0  

95  倉敷市   0   0   0  0  0  

96  福山市   0   0   0  0  0  

97  下関市   0   0   0  0  0  

98  高松市   0   0   0  0  0  

99  松山市   0   0   0  0  0  

100  高知市   0   0   0  0  0  

101  久留米市   0   0   0  0  0  

102  長崎市   0   0   0  0  0  

103  熊本市   0   0   0  0  0  

104  大分市  0  0  0  0  0  

105  宮崎市  0   0   0  0  0  

106  鹿児島市   0   0   0  0  0  

中核市合計   0   0   0  0  0  

■○調査対象   
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  

○調査基準日  
平成21年4月1日現在  
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【婦人相談所一時保護施設】  

S56以前建  
S56以前の  築の抹で耐  

都道府県  全棟数  
■コ  に補強済み  

の棟数  

A   B   C  E   G   

u  北海道   0  0．0％   ・0  0   100．0％   

2  青森県   0   0   0  0  0  

3  岩手県   0  0．0％   0  0   100．0％   

4  宮城県   0  0．0％   0  0   100．0％   

5  秋田県   0   100．0％   0  ．0．0％   0   0．0％   

8  山形県   0   10α0％   †00．0％   l   100．0％   

7  福島県   2   ロ  50．0，i   100．0％   100．0％   

8  茨城県   2   口  50．0％   100．0％   1000％   
9  栃木県   0   口  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

10  群馬県   ．0  0．0％   0  0   100．0％   

m  埼玉県   0  0．0％   0  0   100．0！i   

12  千葉県   0  0．0％   0  0   100．0，i   

13  東京都   2   2   0  0．0％   0  0   100．0％   

14  神奈川県   t   0   n  100．0％   100．0Ⅹ   100．0芳   

15  新潟県   1 0   100．0，i   100．0％   100．0％   

16  富山県   0  0．0％   0  0   100．0％   

17  石川県   0  0．0，i   0  0   100．0％   

18  福井県   0   口  100．0％   100．0％   1000％   
19  山梨県   0  0．0％   0  0   100．0，i   

20  長野県   0   口  100．0％   0  0．0％   0   0．0％   

21  岐阜県   0   口  100．0％   100．0％   100、0％   

22  静岡県   0  0．0％   0  0   100．0％   

23  愛知県   0  0．0％   0  0   100．0％   

24  三重県   0  0．0％   0  0   100、0％   

25  滋賀県   0  0．0％   0  0   100．0％   

26  京都府   0   1  100．0％   100．0％   0   0．0！i   

27  大阪府   0   100．0％   100．0％   100．0，i   

28  兵庫県   0  0．0％   0  0   100．0％   

29  奈良県   0  0．0％   0  0   100．0％   

30  和歌山県   0  0．0％   0  0   100．0Ⅹ   

31  鳥取県   0  0．0％   0  0   100．0％   

32  島根県   0  0．0％   0  0   100．0，i   

33  岡山県   0  0．0！i   0  0   1000，i   
34  広島県   0  0．0％   0  0   10【10％   

35  山口県   0   山  100．0％   100．0％   100．0％   

36  徳島県   0  0．0％   0  0   100．0％   

37  香川県   0  0．0％   0  0   100、0％   

38  愛媛県   0   山  100．0％   100．0％   100．0％   

39  高知県   0  0．0％   0  0   100、0％   

40  福岡県   0   口  100．0％   0  － 0．0％   0   0．0％   

41  佐賀県   0  0．0％   0  0   1000％   
42  長崎県   0   口  100．0％   1∝）．0，i   1000％   
43  熊本県   0  0．0％   0  0   1000％   
44  大分県   0   口  100．0，i   100．0％   100、0％   

45  宮崎県   0  0．0％   0  0   100．0％   

46  鹿児島県   0   100．0％   100．0％   100．0％   

47  沖縄県   0  0．0％   0  0   100．0％  

都道府県合吉   49   31   18  36．7％   14  77．8，i   13   89．8，i   

○調査対象   
非木造で、2階建て以上または延べ床面積が200ポを超える建物。  

○調査基準日  
平成21年4月1日現在  
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